
2019 年 9月 25 日 

各位 

三井住友信託銀行株式会社 

 

「人生 100 年応援信託〈100 年パスポート〉」の商品内容の改定について 

 

 三井住友信託銀行株式会社（以下、「当社」といいます）は、2019 年 6 月 3 日（月）に取扱

開始した「人生 100 年応援信託〈100 年パスポート〉」（以下、「本商品」といいます）につい

て、より多くのお客さまに本商品をご利用いただくため、商品内容の一部変更を行います。 

変更内容の詳細および改定後の本商品の特別約定は別紙をご覧ください。 

 

＜改定日＞ 

２０１９年１０月２８日（月） 

 

＜改定内容＞ 

 （１）管理信託報酬の変更 

 （２）設定時信託報酬の上限値設定 

 （３）「まかせる支払機能」の手続代理人などの範囲拡大 

  

本商品の詳細ならびにお手続きにつきましては、お取引店またはお近くの当社本支店まで

お問い合わせください。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（１）管理信託報酬の変更 

現在は、一律月額 5,000 円（年額 60,000 円）いただいている管理信託報酬について、改定

後はお客さまの状況に応じて以下の２つのプランからご選択いただけます。 

 

＜ベーシックプラン＞ 

お客さまのご年齢が 80歳に達して以降、または「まかせる支払機能（※1）」の手続代理人

さまが就任して以降、月額 5,000 円（年額 60,000 円）  

ご年齢 手続代理人さまの就任（※２） 管理信託報酬（税抜） 

80 歳 

未満 

就任前 0 円 

就任後 月額 5,000 円（年額 60,000 円） 

80 歳 

以上 

就任前 
月額 5,000 円（年額 60,000 円） 

就任後 

 

＜そなえるプラン＞ 

お客さまのご年齢に関わらず、「まかせる支払機能」の手続代理人さまが就任して以降、 

月額 8,000 円（年額 96,000 円）  

ご年齢 手続代理人さまの就任（※２） 管理信託報酬（税抜） 

80 歳 

未満 

就任前 0 円 

就任後 月額 8,000 円（年額 96,000 円） 

80 歳 

以上 

就任前 0 円 

就任後 月額 8,000 円（年額 96,000 円） 

（※1）まかせる支払機能： 

病気や認知・判断能力の低下等の理由で、自身で資金の払い出しが困難になった場合に、事

前に指定した親族などの代理人（＝手続代理人）に医療・介護・住居費等の支払いを任せる

ことができる機能です。 

（※2）手続代理人さまの就任： 

手続代理人に指定された方から当社に所定の書面が提出され、「まかせる支払機能」の利用

が開始されることを指します。 

 

 

 

 

 



＜管理信託報酬のご返金について（既にご契約いただいているお客さま）＞ 

管理信託報酬の改定に伴いまして、既にご契約いただいているお客さまにも上記２プランのい

ずれかをご選択いただきます（お手続き方法等の詳細は、ご契約店よりご案内させていただき

ます）。なお、新しくご選択いただきます管理信託報酬のお支払いプランによっては、今年度

分として既にお支払済みの管理信託報酬を金銭信託の元本にご返金（ご入金）させていただき

ます。 詳細は以下の表をご確認ください。 

10/28 時点 

のご年齢 

手続代理人 

さまの就任 

新しくご選択いただく 

管理信託報酬プラン 

お支払済みの 

管理信託報酬 

80 歳未満 

就任前  

ベーシックプラン  

ご返金させていただきます  
そなえるプラン  

就任済  ベーシックプラン（※）  －（現行と変更なし）  

80 歳以上 

就任前 

ベーシックプラン  －（現行と変更なし）  

そなえるプラン  ご返金させていただきます  

就任済  ベーシックプラン（※）  －（現行と変更なし） 

（※）既に手続代理人さまがご就任されている場合は、「そなえるプラン」（月額 8,000 円）ではな

く現行の管理信託報酬と同額の「ベーシックプラン」（月額 5,000 円）をご選択ください。  

●ご返金金額（ご契約月により以下の金額となります。全て税込表示。） 

ご契約月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

ご返金金額 49,200 円 43,800 円 38,400 円 33,000 円 27,500 円 

●ご返金のスケジュール 

管理信託報酬のお支払いプラン選択に関する所定の「届出書（※）」のご提出日によって、

以下のスケジュールで金銭信託の元本にご返金（ご入金）させていただきます。 

※「届出書」のご提出は 2019 年 12 月 30 日（月）までにお願いします。 なお、期日までに

ご提出がない場合は、「ベーシックプラン」に移行させていただきます。 

 

2020年

10月 11月 12月 1月

「届出書」の
ご提出日

金銭信託への
ご入金（ご返金）日

2019年

ご入金

～10/31

20日

ご入金

11/１～

11/29

20日

ご入金

20日

12/2～

12/30



（２）設定時信託報酬の上限値設定 

本商品の設定時信託報酬に以下の通り上限値を設定します。１億円以上の信託金額の場合、 

一律１００万円（税抜）の設定時信託報酬となります。追加信託の場合も同様です。 

全て税抜き 改定前 改定後 

設定時信託報酬 信託金額×１％ 信託金額×１％（変更なし） 

上限金額 上限金額なし １００万円（税抜き）に設定 

   

なお、１億円以上の信託金額にて既にご契約いただいているお客さまには、お支払済みの

設定時信託報酬の一部を金銭信託元本にご返金（ご入金）させていただきます。ご返金に

関する詳細はご契約店よりご案内させていただきます。 

 

（３）「まかせる支払機能」の手続代理人などの範囲拡大 

お客さまの幅広いニーズに応えるために、「まかせる支払機能」における手続代理人および

手続代理人の同意者、「防犯あんしん機能」における同意者について、下表の通り範囲を拡

大します。 

代理人の種類 改定前 改定後 

「まかせる支払機能」の

手続代理人 

三親等以内の親族、 

弁護士、司法書士 

四親等以内の親族、 

弁護士、司法書士、税理士 

「まかせる支払機能」の

手続代理人の同意者 
三親等以内の親族 四親等以内の親族 

「防犯あんしん機能」の

同意者 
三親等以内の親族 四親等以内の親族 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



人生 100 年応援信託〈100 年パスポート〉の特別約定 

お客さま（以下｢委託者兼受益者｣といいます）が申込みを行い、当社が引き受けた人生１

００年応援信託〈１００年パスポート〉（以下「本信託」といいます）は、別途交付いたしました

「指定金銭信託約款」（以下「約款」といいます）に定めるところに加えて、以下の特別約定

に定めるところにより取扱います（本信託に関する契約を総称して以下「信託契約」といい

ます）。 

第１条（信託目的等） 

（１）この信託は、約款および特別約定に従い、信託された金銭を受益者のために利殖す

ること、委託者兼受益者に指定の方法により信託財産を交付すること、委託者兼受益

者の財産を管理すること、および、委託者兼受益者の死亡時に委託者兼受益者が指

定した特定受給者に信託財産の一部を交付することを目的とします。 

（２）委託者兼受益者は、この信託契約を遡及的に解除（撤回）することはできません。 

（３）委託者兼受益者について、下記の事由が発生した場合、成年後見人または任意後

見人が当社所定の書式により届け出たときは、信託契約における委託者兼受益者の

権限を本人に代わり行使することがきます。ただし、成年後見人または任意後見人

は、第７条第１項に定める委託者兼受益者の同意者１名を指定すること、および第７

条第４項に定める委託者兼受益者の同意者の指定を変更または解除することはでき

ますが、第６条に定める特定受給者１名を指定すること、特定受給者の指定を変更ま

たは解除すること、および特定給付金の金額を変更することはできません。 

①後見が開始したとき 

②任意後見監督人が選任されたとき 

第２条（信託財産） 

（１）この信託契約は、本信託の申込書の記載内容に基づき当社が信託の引受を承諾し

たうえで、信託金を受領することによって成立します。なお、信託金は 1,000 万円以上

（１円単位）とします。 

（２）委託者兼受益者は当社の承諾を得てこの信託に追加信託をすることができます。な

お、追加信託の信託金は、１回当たり 100 万円以上（1 円単位）とします。 

第３条（信託期間） 

この信託契約の期間は、約款の定めにかかわらず、前条により信託契約が成立した日か

ら、第５条で定める信託の終了事由に該当することとなった日までとします。 

第４条（受益者） 

（１）この信託契約の受益者は、委託者兼受益者とします。 

（２）委託者は、この信託契約成立時に受益権を取得します。 

第５条（信託の終了事由） 

この信託は、次の各号に掲げる場合に終了します。 

① 委託者兼受益者が死亡した場合。 

② 委託者兼受益者が信託報酬を支払わない場合または信託財産が信託報酬の支払に

不足する場合。 



人生 100 年応援信託〈100 年パスポート〉の特別約定 

③ 委託者兼受益者の成年後見人または任意後見人が、当社所定の書式で本信託の終

了を申し出た場合。 

④ 前三号に定めるほか、前三号の定めに抵触しない範囲で約款において終了事由と定

める事由が生じた場合。 

第６条（特定受給者） 

（１）委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出ることにより、特定受給者１名を指定する

ことができます。特定受給者は、第５条第 1号の事由（委託者兼受益者の死亡）が発

生した場合、第１２条第１項第 1号の規定に従い信託財産から金銭の給付（以下「特

定給付金」といいます）を受ける権利を取得します。 

（２）特定受給者は、委託者兼受益者の３親等内の親族に限ります。 

（３）委託者兼受益者の死亡後、当社は特定受給者に対して特定給付金の支払請求に関

する案内の通知を発送します。 

（４）委託者兼受益者は、第 1項の指定に際し、500 万円を上限として特定給付金の金額

を定めることができます。 

（５）当社は、第 1項に従って指定された者に対して、特定受給者として指定された旨を通

知する義務を負いません。 

（６）第 1 項により指定された特定受給者が、委託者兼受益者よりも先に死亡した場合（同

時とされる場合も含みます）、第１項の特定受給者としての指定は、当然に効力を失

い、特定受給者の指定はなされなかったものとみなします。当社が第３項の通知を発

送した日の３ヵ月後の応当日までに特定受給者がその権利を行使しない場合および

特定受給者が当社に対してその権利を放棄する旨の意思表示をした場合も同様とし

ます。 

（7）第８条に定める手続代理人が就任しておらず、かつ、委託者兼受益者が後見の審判

を受けていない場合に限り、委託者兼受益者は当社所定の書面を提出することによ

り、特定受給者の指定を変更または解除すること、および特定給付金の金額を変更

することができます。 

第７条（委託者兼受益者の同意者） 

（１）委託者兼受益者は、次条の規定に基づき指定した手続代理人が就任している場合

を除き、当社所定の書面で届出ることにより、委託者兼受益者の同意者 1名を指定す

ることができます。委託者兼受益者の同意者は委託者兼受益者の 4親等内の親族ま

たは任意後見監督人のうち当社と取引のある者に限ります。ただし次の各号に掲げる

者は委託者兼受益者の同意者になることはできないものとします。 

① 未成年者 

② 補助・保佐・後見が開始されている者 

③ 任意後見監督人が選任されている者 

（２）前項の指定を受けた者は、当社所定の確認書を当社に提出し、かつ、当社がこれを

受理したことを停止条件として委託者兼受益者の同意者に就任するものとします。 



人生 100 年応援信託〈100 年パスポート〉の特別約定 

（３）委託者兼受益者の同意者は、第１０条第２項に定める委託者兼受益者による信託財

産の交付請求について、同意または不同意の決定をします。 

（４）委託者兼受益者が後見の審判を受けていない場合に限り、委託者兼受益者は当社

所定の書面を提出することにより、委託者兼受益者の同意者の指定を変更または解

除することができます。 

（５）以下の事由に該当した場合には、委託者兼受益者の同意者の指定は終了するものと

します。 

①第８条に定める委託者兼受益者の手続代理人が代理人開始届を当社に提出する

ことにより手続代理人に就任した場合 

②委託者兼受益者の同意者が死亡したこと、委託者兼受益者の４親等内の親族では

なくなったこと、辞任したこと、または第１項第２号もしくは同項第３号に掲げる者に

該当することになったことの届出があった場合 

③当社と取引がなくなった場合 

④委託者兼受益者の同意者として、当社が不適当と判断した場合 

第８条（手続代理人） 

（１）委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出ることにより、信託財産の交付について

の手続代理人 1名を指定することができます。手続代理人は委託者兼受益者の４親

等内の親族、弁護士・司法書士・税理士のうち当社と取引のある者または一般社団法

人安心サポートのいずれかに限ります。ただし次の各号に掲げる者は手続代理人に

なることはできないものとします。 

① 未成年者 

② 補助・保佐・後見が開始されている者 

③ 任意後見監督人が選任されている者 

④ 弁護士・司法書士・税理士のうち、所属する強制加入団体から懲戒処分を受けたこ

と等を理由として当社が不適当と判断した者 

（２）前項の指定を受けた者は、当社所定の確認書および代理人開始届を当社に提出し、

かつ、当社がこれを受理したことを停止条件として手続代理人に就任するものとしま

す。 

（３）手続代理人は、委託者兼受益者に代わり、第２条第２項に定める追加信託、ならびに

第１０条第３項および第４項に定める信託財産の交付を請求することができます。ただ

し、交付請求の目的は、委託者兼受益者の医療費、介護費、住居費、その他委託者

兼受益者に発生した費用の支払に限ります。なお、手続代理人が就任している間、委

託者兼受益者は自ら信託財産の交付を請求することはできません。 

（４）手続代理人が就任しておらず、かつ、委託者兼受益者が後見の審判を受けていない

場合に限り、委託者兼受益者は当社所定の書面を提出することにより、手続代理人

の指定を変更または解除することができます。 

（５）以下の事由に該当した場合には、手続代理人の指定は終了するものとします。 
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①手続代理人が死亡したこと、委託者兼受益者の４親等内の親族ではなくなったこと、

辞任したこと、または第１項第２号もしくは同項第３号に掲げる者に該当することにな

ったことの届出があった場合 

②当社と取引がなくなった場合 

③委託者兼受益者の成年後見人または任意後見人が就任した旨の届出が当社所定

の書面でなされた場合 

④手続代理人が所在不明となったことまたは意思能力を喪失したこと等により業務を

遂行できない相当な事由があると当社が判断した場合 

⑤手続代理人として、当社が不適当と判断した場合 

第９条（手続代理人の同意者） 

（１）委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出ることにより、手続代理人の同意者１名を

指定できます。手続代理人の同意者は委託者兼受益者の４親等内の親族のうち当社

と取引のある者に限ります。ただし次の各号に掲げる者は手続代理人の同意者となる

ことはできないものとします。 

① 未成年者 

② 補助・保佐・後見が開始されている者 

③ 任意後見監督人が選任されている者 

（２）前項の指定を受けた者は、確認書および手続代理人と連名で当社所定の書面による

代理人開始届を当社に提出し、かつ、当社がこれを受理したことを停止条件として手

続代理人の同意者に就任するものとします。 

（３）手続代理人の同意者は、第１０条第４項に定める手続代理人による信託財産の交付

請求について、同意または不同意の決定をします。 

（４）第８条に定める手続代理人が就任しておらず、かつ、委託者兼受益者が後見の審判

を受けていない場合に限り、委託者兼受益者は当社所定の書面を提出することによ

り、第１項で指定した同意者を変更すること、または同意者の指定を解除することがで

きます。 

（５）以下の事由に該当した場合には、手続代理人の同意者の指定は終了するものとしま

す。 

①手続代理人の同意者について、死亡したこと、委託者兼受益者の４親等内の親族

ではなくなったこと、辞任したこと、もしくは第１項第２号もしくは同項第３号に掲げる

者に該当することになったことの届出があった場合 

②当社と取引がなくなった場合 

③第８条第５項の定めにより手続代理人に係る指定が終了した場合 

④手続代理人の同意者が所在不明となったことまたは意思能力を喪失したこと等によ

り業務を遂行できない相当な事由があると当社が判断した場合 

⑤手続代理人の同意者として、当社が不適当と判断した場合 
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第１０条（信託財産交付の請求手続） 

（１）同意者および手続代理人のいずれも就任せず、委託者兼受益者が単独で手続きす

る場合（不指定の場合を含む） 

当社は約款第 11 条に従い、委託者兼受益者に信託財産を交付します。 

（２）委託者兼受益者の同意者が就任している場合 

約款第１１条にかかわらず、委託者兼受益者が当社所定の書面を提出して信託財産

の交付を請求し、かつ、委託者兼受益者の同意者の同意があった場合に限り、当社

は、委託者兼受益者が指定する方法により、信託財産を委託者兼受益者に金銭で交

付します。なお、委託者兼受益者の同意者からの同意は、当社所定の同意書の提出

によるものとします。 

（３）手続代理人が就任し、かつ手続代理人の同意者が就任していない場合（不指定の場

合を含む） 

約款第１１条にかかわらず、手続代理人が当社所定の書面を提出して信託財産の交

付を請求する場合に限り、当社は、手続代理人が指定する方法により、信託財産を委

託者兼受益者の代わりに手続代理人に金銭で交付します。ただし、手続代理人が請

求できるものは、領収書等の確証を添えて請求する委託者兼受益者の医療費、介護

費、住居費、その他委託者兼受益者のための費用に限るものとします。 

（４）手続代理人が就任し、かつ手続代理人の同意者が就任している場合 

約款第１１条にかかわらず、手続代理人と手続代理人の同意者が当社所定の書面を

提出して信託財産の交付を請求し、かつ、手続代理人の同意者の同意があった場合

に限り、当社は、手続代理人が指定する方法により、信託財産を委託者兼受益者の代

わりに手続代理人に金銭で交付します。ただし、手続代理人が請求できるものは、領

収書等の確証を添えて請求する委託者兼受益者の医療費、介護費、住居費、その他

委託者兼受益者のための費用に限るものとします。なお、手続代理人の同意者からの

同意は、当社所定の同意書の提出によるものとします。 

第１１条（信託財産交付の方法） 

（１）委託者兼受益者は、当社所定の書面で届出ることにより、信託金の交付方法（交付サ

イクル・１回あたりの交付金額・振込先口座）を指定することができます。なお、委託者

兼受益者が指定した交付日が銀行休業日の場合は、その直前の営業日に交付する

ものとし、委託者兼受益者は信託期間中においても、当社所定の書面により信託金の

交付方法を変更することができます。 

（２）前項の定めにかかわらず、委託者兼受益者が第８条第１項に基づき手続代理人を指

定する場合、委託者兼受益者は、前項の定めに従い信託金の交付方法を指定するも

のとします。ただし「1回あたりの交付金額」の上限は毎回20万円とします。かかる指定

に基づく振込みは、手続代理人が当社所定の書面による代理人開始届を当社に提

出することを停止条件として開始します。なお、委託者兼受益者が指定した交付日が

銀行休業日の場合は、その直前の営業日に交付するものとします。 
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第１２条（信託終了時の信託財産の帰属） 

（１）第５条第１号に基づき終了した場合 

① 特定受給者が指定されている場合 

委託者兼受益者の死亡後、特定受給者の請求に基づき、当社は特定受給者に特

定給付金を交付します。特定給付金の支払後の残余財産については、委託者兼

受益者に交付します。 

② 特定受給者が指定されていない場合 

当社は委託者兼受益者に信託財産を交付します。 

（２）第５条第２号に基づき終了した場合 

当社が信託財産から第１５条に定める信託報酬の全額を収受したうえで信託財産に残

額がある場合には、当社は委託者兼受益者にこれを交付します。 

（３）第５条第３号に基づき終了した場合 

当社は当社所定の手続により成年後見人または任意後見人に信託財産を交付しま

す。 

（４）第５条第４号に基づき終了した場合 

当社は約款第１１条の手続に従い信託財産を交付します。 

第１３条（解約手数料） 

第１０条、第１１条または第１２条の定めに基づき信託財産を払い出した際の解約手数料

は、約款第１１条の定めにかかわらず不要とします。 

第１４条（受益権の譲渡・質入等） 

この信託契約に基づく委託者兼受益者または特定受給者の権利については譲渡、質入

その他一切の処分をすることができません。 

第１５条（信託報酬等） 

当社は、約款に定める信託報酬に加えて、次のとおり設定時信託報酬、追加信託報酬お

よび管理信託報酬、ならびにそれぞれの消費税等相当額を収受します。 

（１）当初信託引受時（設定時信託報酬） 

委託者兼受益者は信託引受時の信託元本額に 1％を乗じた額（但し、上限は 100 万

円とします）および消費税等を信託設定時に当社に支払うものとします。設定時信託

報酬は原則として信託設定後直ちに信託財産の中から委託者兼受益者が当社に支

払うものとします。 

（２）追加信託時（追加信託報酬） 

委託者兼受益者は、追加信託をする度に、追加信託金額に 1％を乗じた額（但し、上

限は 100 万円とします）および消費税等を追加信託時に当社に支払うものとします。追

加信託報酬は原則として追加信託後直ちに信託財産の中から委託者兼受益者が当

社に支払うものとします。 

（３）信託期間中（管理信託報酬） 

委託者兼受益者は、信託引受時に下記いずれかの管理信託報酬支払いプランを選
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択するものとします（なお、一度選択した管理信託報酬支払いプランは変更できませ

ん）。当社は、毎年 4月 20 日（ただし銀行休業日の場合は翌営業日）に、選択された

支払いプランに従い、当年 4月から翌年 3月までの管理信託報酬を、信託財産からま

とめて収受します。但し、最初に管理信託報酬が発生する月から次に到来する 3月ま

での管理信託報酬については、最初に管理信託報酬が発生する月の前月にまとめて

収受します。 

【管理信託報酬支払いプラン】 

① ベーシックプラン： 

以下に定める月のいずれか早い月から、月額 5,000 円（税抜）。 

ア 3 月末時点における委託者兼受益者の年齢が 80 歳に達する年の 4月（但し、

信託契約の成立日に 80 歳に達している場合には、信託契約の成立日の属する月

の翌月） 

イ 第 8 条第 2項に規定される代理人開始届が当社に提出された日の属する月の

翌月 

② そなえるプラン： 

第8条第2項に規定される代理人開始届が当社に提出された日の属する月の翌月

から、月額 8,000 円（税抜）。 

第１６条（届出事項の変更） 

（１）次の各号のいずれかの事由が生じた場合には、委託者兼受益者、その相続人または

特定受給者、委託者兼受益者の同意者、手続代理人、手続代理人の同意者は、直

ちに取扱店にお申出のうえ、当社所定の手続きを行うものとします。この手続きが遅れ

たために生じた損害については、当社は責任を負いません。 

① 通帳または届出の印章の喪失 

② 印章、委託者兼受益者、手続代理人、同意者、手続代理人の同意者または特定受

給者の名称、住所その他の届出事項の変更 

③ 委託者兼受益者、手続代理人、同意者、手続代理人の同意者または特定受給者

の死亡または行為能力の変動 

（２）届出のあった氏名、住所にあてて当社が通知または送付書面を発送した場合には、

延着しまたは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

（３）前項の規定は、当社が委託者兼受益者、手続代理人、同意者、手続代理人の同意

者その相続人または特定受給者の住所を知ることができず、通知または送付書面を

発送できない場合にも適用します。 

以上 
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第１７条（提携会社との情報交換） 

（１） 委託者兼受益者は、当社および本信託に関して提携する他社（以下「提携会社」とい

います）との間で、提携会社が提供する商品・サービス（以下「提携特典」といいます）

の円滑な提供のために必要かつ最小限の範囲で、以下の各号のとおり情報が共有さ

れることに同意します。 

①当社が提携会社等へ委託者兼受益者に関する情報を提供すること 

②提携会社が当社へ提携特典の利用実績等に関する情報を提供すること 

（２） 当社は、提携特典の提供により知り得た委託者兼受益者の情報および前項により知り

得た委託者兼受益者の情報を、当社が定める「個人情報の利用目的について」に則

って厳正に管理し、当該「個人情報の利用目的について」に定める利用目的および

前項に定める目的以外の目的に利用しないこととします。 

第１８条（特別約定の変更） 

（１） 約款とは別にこの特別約定について、委託者兼受益者の利益のために必要と認めら

れるとき、またはやむをえない事情が発生したときには、当社は店頭表示、当社ホー

ムページへの掲載、その他相当の方法で公表することにより変更できるものとします。 

（２） 前項の変更は、公表の際に定める相当な期間を経過した日から適用されるものとしま

す。 

第１９条（適用条項） 

（１）この特別約定に定めのない事項については、約款が適用されるものとします。 

（２）特別約定の条項と約款の条項が抵触する場合には、この特別約定の条項が優先して

適用されるものとします。 

（３）この特別約定および約款に定めのない事項が発生した場合は、当社が委託者兼受

益者または手続代理人と協議のうえ決定します。 

以上 

 


